第１　計画の基本的な考え方

１．計画の性格、位置づけ

この計画は、大阪府における男女共同参画社会の形成に向けての施策の基本的方向とその推進の方策を総合的に定めるものです。

策定にあたっては、国の「第3次男女共同参画基本計画」を勘案し、また、大阪府男女共同参画審議会答申を踏まえるとともに、府民から幅広く意見・提言を聴き、その反映にも努めました。

なお、この計画は次に掲げる性格を併せ持つものです。

○男女共同参画社会基本法と大阪府男女共同参画推進条例に基づく、大阪府の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画
○大阪府の各種計画との整合性を持つもの
○大阪府の男女共同参画社会実現に向けた行政運営の基本指針であり、府内の市町村に対しては、大阪府との連携協力による施策の推進を期待するもの
○府民や大阪府内の企業、ＮＰＯ等多様な主体と力を合わせて取組を進めるもの
２．計画の基本理念

男女共同参画社会の実現をめざすための指針として、平成14年に制定した「大阪府男女共同参画推進条例」は、男女共同参画の推進にあたって、次の5つの基本理念を定めています。この計画では、この条例の5つの基本理念に基づき、男女共同参画を推進していきます。

（１）男女の人権の尊重
（２）固定的な性別役割分担等を反映した制度・慣行が男女の社会における活動の自由な選択に対してできる限り影響を及ぼさないよう配慮

（３）政策・方針の立案・決定への男女の共同参画

（４）家庭の重要性を認識した上での家庭生活と他の活動の両立

（５）国際社会における取組への考慮
＊男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会の　　あらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会（男女共同参画社会基本法第２条）」です。

３．計画の目標

この計画は、男女共同参画社会の実現をめざします。

計画がめざす男女共同参画社会とは
性別によって差別されることなく、個人として尊重され、個性と能力を発揮できる活力ある社会です。具体的には、次のような社会です。
○だれもが意欲を持って個性と能力を発揮し活躍できる、多様性に富んだ活力ある社会
○仕事と生活の調和がとれた心豊かな生活ができる社会
○性別にかかわらず健康で安心して暮らすことができ、また、性別による決め付けがなく、一人の人間として大切にされる社会
○アジアをはじめ世界から評価される社会

計画のめざすもの
この計画では、本格的な人口減少社会の到来、少子高齢化、グローバル化の進展など、社会経済情勢が急速に変化する中、活力ある持続可能な社会を築くため、女性や外国人をはじめ様々な人々がその個性と能力を発揮できる、大阪らしい男女共同参画社会の形成をめざします。
大阪らしさの内容は次のとおりです。
〇大都市圏である大阪が有する文化、産業、ネットワーク等の財産を再確認し、活かして「男女共同参画社会」の実現をめざします。
〇大阪のそれぞれの地域が有する力を再確認し、活かして「男女共同参画社会」の実現をめざします。
〇女性、男性、子ども、困難な課題を有する人々など、それぞれの人にかかわるものとして、「男女共同参画社会」の実現をめざします。
〇グローバル化が進展する中、国際社会から、大阪が評価される「男女共同参画社会」の実現をめざします。

４．計画の期間

この計画の期間は、平成23（2011）年度から概ね平成27（2015）年度までの５年間です。

５．計画の背景

（１）世界の動き・国の動き
日本国憲法において個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、国内における男女平等の実現に向けた取組が、国際社会における動きとも連動しつつ進められてきました。

国際連合（以下「国連」という。）は、昭和50(1975)年を「国際婦人年」とし、この年、「世界行動計画」を採択し、昭和51(1976)年から昭和60(1985)年までを「国連婦人の10年」と定めて、女性の人権の擁護と男女の平等のための行動を本格的に開始しました。昭和54(1979)年には、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」を採択し、昭和60(1985)年には、平成12(2000)年に向けて、女性の地位向上のために各国が取り組むべき施策の指針である「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」を採択しました。平成7（1995)年の北京での「第4回世界女性会議」で採択された行動綱領は、12の重大問題領域について各国政府等の具体的な取組指針を示しました。

これらの動きを踏まえて国は、平成8(1996)年に「男女共同参画2000年プラン」を策定し、平成11(1999)年6月には、取組の総合的枠組みを定める基本法制として「男女共同参画社会基本法」を公布・施行しました。

平成12(2000)年のニューヨークでの国連特別総会「女性2000年会議」では、「政治宣言」と「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブ」が採択され、これを踏まえつつ、平成12(2000)年12月、国は、男女共同参画社会基本法に基づく「男女共同参画基本計画」（平成17(2005)年度改定）を策定しました。

平成17(2005)年に開催された「第49回国連婦人の地位委員会（北京＋10）」及び平成22(2010)年に開催された「第54回国連婦人の地位委員会（北京＋15）」では、女性の自立と地位向上に向けた取組を引き続き推進していくことが確認されました。また、平成21(2009)年には、国連の女子に対する差別の撤廃に関する委員会から、我が国に対する最終見解が示されました。これらの動きを踏まえて、国は、平成22（2010）年12月「第３次男女共同参画基本計画」を策定しました。

このような国内外の動きは、この計画の基本的な考え方の基盤となるものです。

（２）大阪府の動き
大阪府では、昭和56(1981)年に「女性の自立と参加を進める大阪府行動計画」を、昭和61(1986)年に「女性の地位向上のための大阪府第2期行動計画―21世紀をめざす大阪府女性プラン」を、平成3(1991)年に「男女協働社会の実現をめざす大阪府第3期行動計画―女と男のジャンプ･プラン」を、さらに平成9(1997)年には、北京行動綱領等を踏まえ、「新 女と男のジャンプ･プラン」を策定して施策の推進に取り組んできました。
平成10(1998)年には、大阪府附属機関条例に基づく「大阪府男女協働社会づくり審議会」（平成14(2002)年4月｢大阪府男女共同参画審議会｣に改称）を設置し、男女共同参画をめぐる様々な課題に的確に対応していくために、平成13(2001)年7月、男女共同参画社会基本法に基づき、平成22(2010)年度を目標年度とした「おおさか男女共同参画プラン（大阪府男女共同参画計画）」（平成18(2006)年改訂）を策定するとともに、平成14(2002)年4月に府民や事業者とともに男女共同参画社会の実現をめざす指針となる「大阪府男女共同参画推進条例」を施行しました。
「おおさか男女共同参画プラン」が目標年次を迎えるため、社会状況の変化やこれまでに実施してきた施策を踏まえ、この度、平成27年度を目標年次とする「おおさか男女共同参画プラン（2011-2015）」を策定し、市町村やＮＰＯ、大学、企業、経済団体等と連携・協働し、大阪全体で男女共同参画社会の実現に向けた取組を推進することとしました。

（３）男女共同参画を取り巻く社会経済情勢と課題について
①　政策・方針決定過程における女性の参画の状況

大阪府においては政策・方針決定過程への女性の参画の促進に向けて、登用に関する努力目標を設定するなどの取組を進めてきました。しかしながら、例えば、平成22年4月時点で、府の審議会における女性委員の登用率は36.0％で、女性の学識経験者が少ない分野等での登用が進まないなどの理由により、「改訂おおさか男女共同参画プラン」で掲げた目標40％に達していません。

これまで以上に登用を進めるためには、長期的視点にたった教育や人材育成など、より実効性ある取組が必要です。また、女性をはじめ社会を構成する多様な人々が、各々の能力を発揮し、職場、家庭、地域などで活躍できる社会（ダイバーシティ社会）の構築に向けた意識の醸成や仕組みづくりが必要です。

②　少子高齢化の一層の進展と家族形態の変化

大阪府における合計特殊出生率は、平成16年の1.20（全国1.29）から、平成21年には1.28（全国1.37）に増加しているものの、全国平均を下回る状況が続いています。また、高齢化率（65歳以上の割合）は、平成12年の14.9％から平成21年には21.5％と急激に増加するなど少子高齢化が一層進展しています。さらに、労働力人口についても、平成13年の453万7千人から平成21年には434万8千人に減少しています。こうした人口減少社会の中で、大阪を活力あるまちとしていくためには、男女共同参画社会づくりに向けた取組が必要です。
また、単身世帯は平成12年の102万9千世帯（29.8％）から平成17年には115万2千世帯（32.1％）に、このうち65歳以上の単身世帯は平成12年の25万5千世帯（7.4％）から平成17年には34万世帯（9.5％）に増加しています。ひとり親世帯も平成12年の約6万3千世帯（1.8％）から平成17年には7万7千世帯（2.1％）に増加するなど、人間関係が希薄化する中、社会から孤立しがちな家庭が増えています。

③　社会・経済労働環境の変化

日本経済が長期的に低迷を続けている中、府の完全失業率は全国平均よりも高い水準で推移しており、平成21年は全国平均の5.1％に対し、大阪府の完全失業率は6.6％となっています。また、非正規労働者割合は、平成14年の35.1％から平成19年には38.6％に増加しており、全国的にも3番目に高い状況となっています。非正規労働者の賃金をはじめとする処遇の低さは、仕事と生活を調和させ、いきいきと働くことを困難にしています。

また、働く女性の育児休業取得率が増加している一方で、就業の継続を希望していた女性が、出産を機に就業を中断するケースも多く、仕事と子育て等との両立が難しい状況が続いています。多様な保育施策の展開により保育所入所枠は拡大しているものの、一方では就労を希望する女性も増加していることから、待機児童も依然として多い状況にあります。一方、働く男性を見ると、育児休業の取得は低迷している上、家事に要する時間も、男性は、平日及び休日とも「ほとんどない」が30％台、「１時間未満」が平日約40％、休日約30％という状況にあるなど、依然として、主に女性が家事や子育てを担っている状況です。

少子・高齢化社会の中で、男女ともに子育て・介護をしながら働き続けていくためには、男性の家事・育児への参画を進めていくと同時に、長時間労働を前提としないなど働き方そのものを変えていくことが必要です。そして、仕事と生活の調和が個人の生活の充実だけでなく、企業の経営戦略として人材確保や業績向上に不可欠で、さらには社会・経済の活性化に資するものとの認識を経営者層はじめオピニオンリーダー層に十分広げることが必要です。
④　女性に対する暴力及び男女の健康問題の状況　
女性に対する暴力の根絶に向けては、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に基づき、行政計画を策定し体制整備に取り組んできました。配偶者等からの暴力に関する相談件数や一時保護件数は高い状況が続くなど、依然として様々な形態による暴力被害が深刻な状況にあります。府民意識調査の結果を見ると、ＤＶを受けた経験のある人の半数以上が「どこにも相談しなかった」と回答しており、相談をためらったり一人で悩みを抱えこんでいる被害者も多いと考えられます。また、新たに若年層において恋人間の暴力の問題や、インターネットや携帯電話を悪用した性犯罪の発生なども問題となっています。

女性に対する暴力は重大な人権侵害であると同時に、本人だけでなく、家庭における子どもの人格形成等にも重大な影響を及ぼすものあることから、女性に対するいかなる暴力をも根絶すべきとの共通認識が浸透し、一層の実効性のある取組を進めることが必要です。

また、男女の健康問題の状況ですが、母子保健関係の指標を見ると、周産期死亡率、死産率、新生児・乳児死亡率はいずれも減少傾向にあります。しかし一方で、府民の死亡原因の1位を占めるがんについては、死亡率が全国の中でも最も高い府県の１つであり、また、がんの早期発見につながるがん検診の受診率は、乳がん検診、子宮がん検診受診率とも全国と比べて低い状況にあり、受診率の向上に向けた対応が必要です。さらに、心の健康面においては、様々な社会構造がもたらすストレス等によるうつ病の増加等が問題となっています。中でも自殺者数は全国で３万人を超えており、府の自殺者数は概ね２千人前後で東京に次いで多く、その約７割が男性であり、その対策が必要です。

⑤　様々な生活上の困難に直面する人々の状況

社会経済情勢の変化の中で、貧困や、就労等の機会を得られない、地域での孤立など、様々な生活上の困難に直面する人々が増加しています。特に、女性は相対的貧困率が高く、母子家庭や高齢女性でその傾向は顕著です。生活上の困難は、配偶者等からの暴力（ＤＶ）や児童虐待につながることも懸念され、特に子どもにはより深刻な影響をもたらす問題となっています。
次世代への貧困の連鎖を断ち切るための取組を進めるとともに、障がいがあること、在住外国人であること、同和問題等により困難な状況に置かれていることに加え、女性であることでさらに複合的に困難な状況に置かれている場合があることから、施策の推進にあたって留意する必要があります。

また、性同一性障がいなどを有する人々、男女を問わず性的指向（異性愛、同性愛、両性愛）を理由として困難な状況に置かれている場合に対し、人権尊重の観点からの配慮が必要です。
⑥　グローバル化の進展

グローバル化の進展等に伴い留学生や国際結婚等が増加し、府では、多様な文化や価値観を持った人々が居住し、行き交い活動しています。平成21年現在、府内では約21万人の外国人が在住しており、その人数や都道府県人口に占める割合は東京都に次いで多い状況にあります。しかし、在住外国人や留学生の置かれた状況を見ると、必ずしも持てる能力を発揮できる状況とはいえません。
日本における男女共同参画の取組は、国連等国際的な動きを踏まえて進められてきたところですが、平成21年8月には国連の女子差別撤廃委員会から最終見解が示され、雇用、政治的・公的活動への参画促進のための暫定的特別措置の実施等について、日本政府に対する要請がなされています。

国際的な規範・基準を踏まえ、国際社会から評価される大阪をめざし、多文化共生社会における男女共同参画の取組を進めることが必要です。

⑦　府民意識の状況

府民意識調査の結果を見ると、「男女共同参画社会」という用語の認知度は男女とも40％台で、同様の内閣府調査よりも認知度が20％程度低く、“男女共同参画”は府民にとって身近なものとして認識されているとは言えない状況です。また、「男は仕事、女は家庭」という性別役割分担意識について、「同感する」割合は、平成16年度の調査と比較すると、男女とも増加しており、特に20～30歳代の女性及び30～40歳代の男性について、その割合が高くなっています。若年層の女性で同感する割合が増加した背景には、若者や女性に非正規雇用が増大するなど不安定な雇用が広がっていることや仕事と子育ての両立が難しいと感じていることなど、昨今の厳しい社会経済情勢等の影響が推測されます。また、30～40歳代の男性の意識の背景には、これらの年代の男性に長時間労働の割合が高く、仕事と家庭との両立が難しい状況などが影響していると考えられます。

男女共同参画社会づくりが、府民一人ひとりの幸せにつながる、もっと身近な問題として捉えられるよう、子どもや男性を含め、あらゆる立場の人々にとって必要な取組との認識を広めることが必要です。
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